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【利用者の方へ】 
 
１ 調査要領 
 
 本調査は、県内にある事業所の経営責任者を対象として、景気及び経営に対する判断及び見通し等を

調査したものである。 
 
 （１）調査対象：原則として県内にある従業者規模３０人以上の事業所の中から

３００事業所を選定した。 
 
 （２）調査時点：平成１８年１１月１日現在 
 
 （３）調査方法：①調査対象者の自計申告により行った。 

②従業者規模２００人以上の事業所については、原則として全数調査、２００人未

満の事業所については、産業別に抽出した事業所について調査した。 
 
 （４）有効回答率：調査対象事業所 ３００事業所、有効回答 ２５８事業所 

（製造業１１２、非製造業１４６） 
           有効回答率 ８６％ 
 
２ 利用上の注意 
 
 （１）四半期を単位として、それぞれの前四半期に対する判断及び見通しを調査したものである。 
 
 （２）判断指標（ＢＳＩ）とは、「上昇（増加）の割合―下降（減少）の割合」である。 
 
 （３）集計上の産業分類は、県民経済計算に用いる経済活動別分類（93ＳＮＡ分類）に基づいて行っ

た。おおむね日本標準産業分類に準拠するが、一部例外として扱うものもある。 
 
 （４）各産業毎の上昇等の割合は、各産業について各項目の有効回答数に対する各項目内での選択肢

の割合で求めたが、全産業、製造業、非製造業の割合の算出方法については、県経済に対する

影響度を考慮して、平成１５年度の総生産額（平成１５年度鳥取県県民経済計算）により加重

平均したものである。（３を参照） 
 
 （５）統計表の数値は、単位未満を四捨五入しているので、内訳（構成比）が１００％にならない場

合がある。 



 
３ 割合の算出方法 
 （１）「食料品」「衣服・その他」「パルプ・紙」「金属製品」「一般機械」「電気機械」「その他製造業」

「建設業」「運輸・通信業」「卸売・小売業」「サービス業」「その他産業」については、各産業

の有効回答数を分母とし該当項目を割ることにより算出した。 
 
  （例） 
    （当該産業の当該項目の選択肢回答数／ 
                  当該産業の当該項目の有効回答数×１００） 
   
 （２）「全産業」、「製造業」及び「非製造業」については、平成１５年度経済活動別県内総生産額を

ウエイトとして、加重平均して求めた。 
 
  （例）製造業 
    ∑（食料品の割合×食料品の総生産額＋･･･）／ 
                    ∑（食料品の総生産額＋･･） 
 

          増  加   変わらない   減   少   Ｂ Ｓ Ｉ 
全 産 業 製造業、非製造業を加重平均。 
製 造 業 製造業内の各産業を総生産額を用いて加重平均。 
食 料 品 
衣服・その他 
   ～ 

回答のあった各選択肢の総数に占める個々の選択肢の割合 
（構成比）。 

非製造業 （製造業と同じ。） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



１　業界の景気判断（全産業） 表１・統計表第１表参照

表１　業界の景気判断 （全産業）
上昇 変わらない 下降 ＢＳＩ

平成15年7～9月期 16 51 26 -10
10～12月期 30 43 21 9

16年1～3月期 10 43 40 -30
4～6月期 26 45 23 3
7～9月期 23 50 21 2

10～12月期 25 51 19 6
17年1～3月期 11 49 36 -25

4～6月期 17 50 29 -12
7～9月期 20 51 24 -4

10～12月期 27 51 17 10
18年1～3月期 13 48 35 -22

4～6月期 16 60 21 -5
7～9月期 25 49 21 4

10～12月期 23(19) 56(56) 18(13) 5(6)

見通し
19年1～3月期 11(8) 44(46) 33(26) -22(-18)

4～6月期 21 40 21 0
※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）

　期間　
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 業界の景気に関する判断指数（BSI：「上昇」－「下降」）は、平成１８年１０～１２月期「５」の後、

平成１９年１～３月期「－２２」、４～６月期「０」となり、業界の景気見通しは平成１９ 
年１～３月期に一度マイナスとなる見通しになっている。  
 製造業…平成１９年１～３月期は、衣服・その他でプラス、一般機械で「０」、それ以外の

５業種でマイナス、４～６月期は、金属製品でマイナス、その他で「０」、それ以

外の５業種でプラスとなっている。 
非製造業…平成１９年１～３月期は、５業種すべてでマイナス、４～６月期は、卸売・小売

業でプラス、運輸・通信業、その他で「０」、それ以外の２業種でマイナスとな

っている。 



※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）
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２　自己企業の売上高判断（全産業） 表２・統計表第２表、第３表参照

表２　自己企業の売上高判断 （全産業）
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

平成15年7～9月期 31 40 30 1
10～12月期 45 27 28 17

16年1～3月期 22 33 46 -24
4～6月期 34 32 33 1
7～9月期 33 44 23 10

10～12月期 37 40 24 13
17年1～3月期 24 34 42 -18

4～6月期 26 39 35 -9
7～9月期 32 40 28 4

10～12月期 42 37 21 21
18年1～3月期 22 33 45 -23

4～6月期 21 45 34 -13
7～9月期 30 43 28 2

10～12月期 34(30) 43(51) 23(20) 11(10)

見通し
19年1～3月期 20(17) 39(48) 42(35) -22(-18)

4～6月期 22 48 30 -8
※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）

　期間　

 自己企業の売上高に関する判断指数(BSI：「増加」－「減少」)は、平成１８年１０～１２月期「１１」の後、

平成１９年１～３月期「－２２」、４～６月期「－８」となり、売上高は平成１９年１～３月期より

マイナスに転じる見通しとなっている。 
 製造業…平成１９年１～３月期は、一般機械が「０」、それ以外の６業種はマイナス、４～６月

期は、金属製品、その他でマイナス、それ以外の５業種でプラスとなっている。 
非製造業…平成１９年１～３月期は、その他でプラス、それ以外の４業種でマイナス、４～６月期

は、運輸・通信業でプラス、それ以外の４業種でマイナスとなっている。 

売上高判断BSI

-60

-40

-20

0

20

40

15/7-9 16/1-3 7-9 17/1-3 7-9 18/1-3 7-9 19/1-3

（BSI)

全産業 製造業 非製造業



※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）
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３　自己企業の経常利益判断（全産業）
表３・統計表第４表、第５－１表、第５－２表参照

表３　自己企業の経常利益判断 （全産業）
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

平成15年7～9月期 28 32 40 -12
10～12月期 42 28 31 11

16年1～3月期 23 30 48 -25
4～6月期 31 34 35 -4
7～9月期 26 47 28 -2

10～12月期 30 41 29 1
17年1～3月期 23 36 41 -18

4～6月期 24 38 38 -14
7～9月期 27 37 35 -8

10～12月期 37 40 23 14
18年1～3月期 20 37 43 -23

4～6月期 21 43 35 -14
7～9月期 28 39 33 -5

10～12月期 28(24) 39(53) 32(24) -4(0)

見通し
19年1～3月期 21(12) 39(55) 41(34) -20(-22)

4～6月期 17 51 31 -14
※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）　

　期間　

 自己企業の経常利益判断（BSI：「増加」－「減少」）は、平成１８年１０～１２月期「－４」の後、平成１９年 
１～３月期「－２０」、４～６月期「－１４」となり、平成１８年１０～１２月期よりマイナスが続く見

通しとなっている。 
 製造業…平成１９年１～３月期は、一般機械でプラス、パルプ・紙で「０」、それ以外の５業種でマイ

ナス、４～６月期は、その他でマイナス、食料品、衣服・その他、電気機械でプラス、それ

以外の３業種で「０」となっている。 
  非製造業…平成１９年１～３月期は、その他でプラス、それ以外の４業種でマイナス、４～６月期は、

５業種すべてでマイナスとなっている。 
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※　ＢＳＩ＝（上昇の割合）－（下降の割合）
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４　生産数量の判断（製造業） 表４・統計表第６表参照

表４　生産数量の判断 (製造業)
増加 変わらない 減少 ＢＳＩ

平成15年4～6月期 41 33 25 16
　　7～9月期 33 40 27 6

　　10～12月期 45 30 25 20
16年1～3月期 19 28 53 -34

4～6月期 32 32 36 -4
7～9月期 30 40 29 1

　　10～12月期 37 36 26 11
17年1～3月期 20 26 54 -34

4～6月期 36 38 26 10
7～9月期 33 32 35 -2

10～12月期 51 36 13 38
18年1～3月期 28 34 38 -10

4～6月期 31 48 21 10
7～9月期 33 29 38 -5

10～12月期 43(44) 31(44) 26(13) 17(31)

見通し
19年1～3月期 18 32 51 -33

※　カッコ内は前回調査での見通し

※　ＢＳＩ＝（増加の割合）－（減少の割合）　

　期間　
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 自己企業の生産数量の判断指数（BSI：「増加」－「減少」）は、平成１８年１０～１２

月期は「１７」で、パルプ・紙、一般機械、電気機械でマイナス、それ以外の４業種でプ

ラス、平成１９年１～３月期は「－３３」で、一般機械で「０」、それ以外の６業種はマイ

ナスとなっている。 



５　在庫水準の判断（製造業、卸売業・小売業）
統計表第７表参照

６　生産設備の規模判断（製造業） 統計表第８表参照

 在庫水準は、平成１８年１０～１２月期は「適正」とした事業所が製造業で８１％、卸売・小

売業では７０％となっている。「過大」とした事業所は、製造業で１１％、卸売・小売業では３

０％、「不足」とした事業所は、製造業で９％、卸売・小売業では０％であった。 
 平成１９年１～３月期は「適正」とした事業所が製造業で８１％、卸売・小売業で７８％とな

っている。「過大」とした事業所は、製造業で１３％、卸売・小売業では１９％、「不足」とした

事業所は、製造業で６％、卸売・小売業では３％であった。 
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 平成１８年１０月末時点での生産設備の状況は、「適正」が６９％、「過大」が１５％、「不足」

が１６％となっている。業種別に見ると、「過大」とした事業所では金属製品が３３％、「不足」

とした事業所では食料品が２２％と多かった。 



７　設備投資の動向（全産業）
表５・統計表第９－１表、第９－２表、第９－３表参照

表５　設備投資の動向 する（した）割合（％）
全産業 製造業 非製造業

平成15年4～6月期 22 33 19
　　7～9月期 18 25 16

　　10～12月期 18 20 18
16年1～3月期 17 24 15

4～6月期 20 28 17
7～9月期 19 22 18

10～12月期 17 19 16
17年1～3月期 17 24 15

4～6月期 21 23 20
7～9月期 17 23 15

10～12月期 14 30 10
18年1～3月期 17 30 14

4～6月期 14 24 11
7～9月期 16(16) 28(28) 12(13)

10～12月期 21(17) 38(30) 17(14)

見通し
19年1～3月期 16 30 12

※　カッコ内は前回調査での見通し

※　設備投資をした（する）割合

　期間　
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 設備投資の動向を見ると、「実施した（する）」とする事業所は、平成１８年７～９月期は１６％、

１０～１２月期は２１％、平成１９年１～３月期は１６％となっている。 
「実施した（する）」事業所の内訳を投資目的別に見ると、平成１８年１０～１２月期は、製造

業では「設備の補修・更新」が５７％で最も多く、次に「合理化・省力化」が５６％となっている。

非製造業では「設備の補修・更新」が６６％で最も多く、次に「生産販売力の強化」が３１％とな

っている。 
平成１９年１～３月期は、製造業では「設備の補修・更新」が５９％で最も多く、次に「生産販

売力の強化」が５４％、非製造業では「設備の補修・更新」が７２％で最も多く、次に「生産販売

力の強化」が５８％となっている。 



８　資金繰りの判断（全産業） 統計表第10表参照
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 平成１８年１０～１２月期の資金繰りは、「適正」の割合が最も高く６４％、「余裕がない」が２６％、

「余裕がある」が１０％となっている。平成１９年１～３月期の資金繰りは、「適正」の割合が最も高

く５９％、「余裕がない」が３０％、「余裕がある」が１１％となっている。 
 「余裕がない」を業種別に見ると、平成１８年１０～１２月期は、建設業が４２％、平成１９年 
１～３月期は、サービス業が５２％と高くなっている。 
 



９　企業経営上の問題点（全産業） 統計表第１１表参照

※　上位５項目

 平成１８年１１月１日現在における問題点としては、「競争激化」、「売上・受注不振」をあげる事

業所がそれぞれ７１％、４９％と割合が高い。 
 製造業…「原材料等価格高」が４９％で最も割合が高く、続いて「競争激化」が４５％、「製品

販売価格安」が４２％となっている。 
 非製造業…「競争激化」が７７％で最も割合が高く、続いて「売上・受注不振」が５２％、「製

品販売価格安」が３０％となっている。 
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企業経営上の問題点（非製造業）
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１０　自由記入欄の傾向

全国的な景気回復傾向とは違い、全体的にまだまだ厳しさが感じられる記述が多い。団塊の

世代の退職が引き起こす、技術・知識の継承問題、良質な人材の確保や、中国の需要増による

原材料不足、原油高騰が企業経営への大きな懸念材料となっているようである。 
以下は各業種の主な記述である。 
 

【製造業】 
《食料品》天候不順が売上に影響。食料品はまだまだデフレ傾向にある。 
《衣服・その他》中国における人件費上昇により、中国で生産していたものが、多少なりとも

国内生産へと移行が始まりだしたため、今後の見通しに若干明るさが出てきた。しかし、まだ

まだ販売価格が安く、加工賃が低いので油断はできない。 
《金属製品》売上は増加傾向にあるが、原材料費も徐々に増加している。今後の明るい材料と

しては、自動車関連が堅調に推移しそうなこと。 
《電気機械》生産の先行き見通しが見えない。設備の海外移管により売上が減少している。原

材料の高騰分を自社で吸収することが厳しく、販売価格への転嫁はやむをえない。 
《その他》ゼロ金利解除以来、企業への貸出が極めて厳しくなった。設備の老朽化により、改

修費用が発生することが気がかり。公共工事縮減による影響が大きい。県外受注が好調。 
 
【非製造業】 
《建設業》他産業に比べ、業況はまだまだ低迷気味。競争激化による収益率の低下。金利の上

昇、企業への貸付限度額が縮小傾向にあるなど一層厳しさが増してきた。公共工事が減少して

いるため、異業種への参入を行っている。 
《運輸・通信業》夜の街が早く静かになったことが、業界にはマイナス要因に思われる。公共

工事の減少により、工事関係の運送単価へ影響がありそうである。軽油の値上がり分を運賃へ

転嫁できない。 
《卸売・小売業》北朝鮮問題による品不足。景況感は依然として低調。 
《金融・保険業》貸倒れ費用・過払い金返還の高水準。ネット取引による新規顧客の伸び悩み。

営業基盤を拡大し、ビジネスチャンスをより多く獲得することが課題。 
《サービス業》スポレクのような企画をお願いしたい。設備投資を行うよりも、既存のメンテ

ナンスを行うことで精一杯である。宿泊単価が下落傾向にある。 
 




